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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境に改善がみられる等、景気は緩やかな回復基

調が続いてまいりました。一方、個人消費は底堅い動きとなっているものの、当年度末にかけて消費者マインドに

足踏みがみられる等、先行きに不透明感を残しております。 

住宅業界におきましては、省エネ住宅ポイント制度の新設、フラット35Ｓの金利優遇幅拡大及び住宅取得資金贈

与の非課税枠の拡充等、政府による住宅取得支援策が打ち出され、一定の効果がみられましたが、戸建住宅は本格

的な回復には至りませんでした。 

このような状況のもと、当社グループは住まいづくりに関する総合的なサービスを展開し、人と住まいと環境に

おける最高のクオリティの実現を目指すとともに、当社グループ４社が有する技術・商材・サービス・顧客基盤等

のリソースを相互に活用し、シナジー効果の最大化に努めてまいりました。また、コア技術である「外断熱・二重

通気工法」を中心に、商品・技術の優位性をお客様に効果的に訴求する販売戦略を徹底するとともに、コスト削減

による収益性の維持、向上に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は29,239百万円（前期比9.4％減）、営業利益は571百万円（同47.4％減）、

経常利益は607百万円（同46.1％減）、当期純利益は305百万円（同53.1％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。 

（住宅事業） 

住宅事業におきましては、強みである「外断熱・二重通気工法」を採用した建物の販売比率を高めるととも

に、サーラ・制震フレームや乾燥無垢ひのき等、付加価値を高める多彩なアイテムを積極的に提案してまいり

ました。また、全館調湿換気システム、高性能ハイブリッド窓及びVOC吸着天井下地材を標準採用し、エアマ

ネジメントによるハイエンドな空気環境を実現した新商品「Best-air（ベステア）」を発売いたしました。な

お、外断熱ハイブリッド構法で採用し続けてきた独自技術の「屋根断熱遮熱パネル」及び「外断熱パネル」が

特許取得となり、他社にないオリジナルな技術として公的評価をいただきました。分譲面では、サーラタウン

名古屋南（名古屋市南区71区画）、サーラタウン篠目公園南等（愛知県安城市32区画）、サーラタウン半田乙

川（愛知県半田市61区画）等、中規模程度の分譲地を中心に販売強化に取り組んでまいりました。太陽光発電

システムを標準装備したほか、長期優良住宅認定を受けた高水準な基本性能に加え、30年にわたる長期保証・

定期点検によるサポートを兼ね備えた、ひとつ上の満足をプラスした分譲住宅の提供に努めてまいりました。 

この結果、売上高は15,614百万円（前期比11.3％減）、セグメント利益は352百万円（同52.3％減）となり

ました。 

（住宅部資材加工・販売事業） 

住宅部資材加工・販売事業におきましては、「市場シェアの拡大と市場開拓」「収益性の向上」を重点課題

として、躯体販売を中心とした未販売商材・サービスの提案強化や新規顧客開拓による販売促進を強化すると

ともに、集中購買による仕入コストの削減や販売活動の効率化を更に推進してまいりました。また、木質建材

や外壁工事等の主力商材の粗利益率改善や一般管理費の削減に取組み、一層の収益性の向上に努めてまいりま

した。また、国策である地域型住宅グリーン化事業に基づき「東海道こだわりの家づくりの会」の運営を継続

し、付加価値を高める家づくり提案により、他社との差別化を推進してまいりました。 

この結果、売上高は13,624百万円（前期比7.1％減）、セグメント利益は237百万円（同33.0％減）となりま

した。 

② 次期の見通し 

今後の経済動向につきましては、雇用・所得環境の改善傾向が続く中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回

復に向かうことが期待されます。但し、アメリカのゼロ金利政策解除が喧伝される中、中国を始めとするアジア新

興国等の景気が下振れし、わが国の景気が下押しされるリスクがあります。こうした中で、金融資本市場の変動が

長期化した場合の実体経済の回復妨げに留意する必要があります。 

なお、住宅市場につきましては、平成29年４月の消費税増税前の駆け込み需要による着工戸数の増加が予測さ

れ、受注環境の好転が期待される所となっております。 

このような環境の中、当社グループは以下のように取り組む所存であります。 

（住宅事業）

「快適」「健康」「環境」「省エネ」「安全」をキーワードに、住みごこちにこだわった高付加価値の商

品・サービスの提供により、このエリアにおける存在感を高めてまいります。具体的には、全館調湿換気シス

テム搭載の新商品「Best-air（ベステア）」を始めとした、コア技術である「外断熱・二重通気工法」の商品

の拡販、顧客層の拡大に努めてまいります。なお、平成28年１月、愛知県豊橋市において同新商品による宿泊

体感モデルハウスをオープンし、集客力向上、受注強化に取り組んでまいります。また、同工法の性能を更に

強化する技術・商品開発に取り組むとともに、サーラ・制震フレームや乾燥無垢ひのき等、付加価値を高める

効果的なアイテムを武器に、差別化を鮮明にする取組みを継続いたします。販売戦略におきましては、宿泊体

感モデルハウスや各種見学会等の体感型イベントを効率的に活用し、環境配慮と住みごこちを分かり易く訴求

する販売プロセスを徹底してまいります。分譲面では、引き続き中規模程度の分譲地を中心に、高付加価値で

魅力的な分譲住宅の提供に努めてまいります。また、市場にマッチした差別化できる分譲計画をテーマに、デ

ザイン性（建物外観、エクステリア、街並み）を高める等の商品力強化に取り組むとともに、市場を見据えた

- 2 -

サーラ住宅㈱（1405）　平成27年10月期　決算短信



弾力的な物件仕入れと価格設定による販売強化に努め、在庫回転率の向上を目指してまいります。更に、今後

の中古住宅市場の拡大を視野に入れ、中古住宅を買取った後、リノベーションを施して販売する買取り再販

等、中古再生ビジネスを推進してまいります。 

（住宅部資材加工・販売事業） 

市場シェアの拡大に向けた積極的な活動を継続してまいります。「東海道こだわりの家づくりの会」を活用

し、お客様との相互協力により、消費者ニーズにあった住宅建築サポートとその需要喚起を行い、消費税増税

前の駆け込み需要を確実に取り込むとともに、当社の強みである物流機能や工程管理機能を訴求し、新たなお

客様の獲得に努めてまいります。他社と差別化した付加価値の高い情報、商品提案、高品質配送、高品質施工

をトータルに提供する仕組みを築き、新しい時代に即した家づくりに貢献することにより、お客様から選ばれ

る存在に、また、それらを生かせる強い営業力を目指してまいります。 

平成28年10月期の連結業績の見通しにつきましては、売上高30,500百万円（前期4.3％増）、営業利益730百

万円（同27.7％増）、経常利益750百万円（同23.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益420百万円（同

37.6％増）を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当連結会計年度末における資産合計は23,446百万円となり、前連結会計年度末と比較して891百万円増加いた

しました。これは主として、販売用不動産の増加によるものであります。

（負債）

当連結会計年度末における負債合計は15,951百万円となり、前連結会計年度末と比較して762百万円増加いた

しました。これは主として、１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の増加によるものであります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は7,494百万円となり、前連結会計年度末と比較して129百万円増加いた

しました。これは主として、利益剰余金の増加によるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ143百万

円増加し、3,578百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の減少は、1,075百万円（前連結会計年度は174百万円の資金の

減少）となりました。主な減少要因はたな卸資産の増加額1,078百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、130百万円（前連結会計年度は121百万円の資金の減

少）となりました。主な減少要因は有形固定資産の取得による支出45百万円及び無形固定資産の取得による支

出67百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金の増加は、1,350百万円（前連結会計年度は114百万円の資金の

減少）となりました。主な増加要因は長期借入れによる収入2,000百万円であります。 

キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。

  平成25年10月期 平成26年10月期 平成27年10月期

自己資本比率(％) 29.9 31.5 30.9

時価ベースの自己資本比率(％) 19.4 19.0 16.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 6.8 － －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 34.7 － －

自己資本比率：自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動による 

キャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

※有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。

※平成26年10月期及び平成27年10月期につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっ

ているため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオの記載は省略し

ております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、想定を超える経営環境の変化により、業績が著しく悪化した場合を除き、安定配当として年間１株10円、

又は業績連動配当として連結当期純利益の30％程度に相当する額のいずれか高い方を配当することを利益還元の基本

方針としてまいります。

当期の配当につきましては、中間配当金として１株につき10円を実施しており、期末配当につきましては、前述方

針に基づき、１株当たり15円とさせていただきます。

また、次期の配当につきましては、利益還元の基本方針に基づき、中間配当金として１株につき10円、期末配当金

として１株につき15円の年間配当金25円を予定しております。

（４）事業等のリスク

当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。なお、文

中における将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであります。

① サーラグループとの関係・位置付けについて

Ａ．中部瓦斯㈱グループ及び㈱サーラコーポレーショングループとの関係

当社グループは、サーラグループに所属しております。サーラグループは、３つの中核企業（当社、中部瓦斯

㈱、㈱サーラコーポレーション）とその中核企業を親会社とした３つのサブグループで構成されております。さ

らに７つに分類される事業領域（エネルギーサプライ＆ソリューション、ハウジング、エンジニアリング＆メン

テナンス、カーライフサポート、アニマルヘルスケア、ホスピタリティ、その他）により形成される企業グルー

プであります。

当社グループは、提出日現在において、当社、中部ホームサービス㈱、サーラハウスサポート㈱、エコホーム

パネル㈱の４社で構成され、サーラグループの中で主に住宅事業を核としたハウジングの事業領域において企業

活動をしております。

Ｂ．競合関係

(a) 当社グループのサーラハウスサポート㈱と、㈱サーラコーポレーションの子会社㈱リビングサーラとは事業

内容が一部類似しております。

サーラハウスサポート㈱は、当社で供給した住宅のアフターメンテナンス、さらに拡大が予想されるリフ

ォーム市場への本格参入のノウハウの蓄積のために平成10年に設立し、愛知県豊橋市、岡崎市を営業拠点と

しております。また、中古住宅市場の活性化が新しいビジネスチャンスと捉え、中古住宅を購入しリフォー

ムを施し販売するという分譲事業にも取り組んでおります。当社の過去の販売顧客へ継続的にアプローチを

することで、顧客満足度を高め紹介受注や再受注の機会を増加させる狙いがあります。

一方、㈱リビングサーラは、リフォーム・インテリア事業を行う目的で平成６年に設立され、愛知県豊橋

市、静岡県浜松市を店舗営業拠点としております。主に店舗来店者等の一般顧客を対象とした水廻り関連中

心のリフォームと、家具及び雑貨の店頭販売等を行っております。

以上のように、リフォームの対象顧客や販売エリアの相違等により、現時点で両社が競合する可能性は少

ないと当社では認識しております。 

(b) 当社と中部瓦斯㈱の子会社中部ガス不動産㈱の事業内容が一部類似しております。

当社及び中部ガス不動産㈱は、マンション分譲を行っており、両社による共同開発事業の検討や、当社開発

物件について、中部ガス不動産㈱へ販売委託を行う等、マンション分譲に関して、「ＳＡＬＡ」（サーラ）ブ

ランドを共有するサーラグループ企業として、当社の発展に欠かせないパートナーと認識しております。

両社のマンション分譲は、その販売エリア、販売価格及び対象顧客等重複する部分がありますが、当社の売

上高及び当社グループの連結売上高に占める割合は低く、競合による当社業績への影響は少ないと判断してお

ります。但し、将来的に両社、あるいは、いずれかのマンション分譲事業が拡大した場合、競合による当社業

績への影響が増大する可能性があります。

Ｃ．取引関係

当社グループ各社は、中部瓦斯㈱グループ各社及び㈱サーラコーポレーショングループ各社に対し、売上、仕

入、販売費及び一般管理費項目の支出、営業外損益取引等多種多様な取引があります。それぞれの取引条件は、

当社グループが、価格、利便性等を総合的に勘案し、一般的取引条件と同様に決定しております。
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Ｄ．役員構成

当社の取締役会は常勤取締役８名、非常勤取締役２名で構成されており、非常勤取締役のうち１名はサーラグ

ループ各社の取締役であります。また、監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役２名で構成されており、非常

勤監査役のうち１名はサーラグループ各社の監査役であります。資本関係や取引関係に加え、上場企業である㈱

サーラコーポレーションや中部瓦斯㈱での経験やノウハウを当社のコーポレートガバナンス確立に積極的に反映

するためであります。

 

取締役

氏名 サーラグループでの主な役職 招聘した理由

神野 吾郎
㈱サーラコーポレーション代表取締役社長 

中部瓦斯㈱代表取締役社長
コーポレートガバナンス強化の為

 

監査役

氏名 サーラグループでの主な役職 招聘した理由

原田 保久 ㈱サーラコーポレーション常勤監査役 コーポレートガバナンス強化の為

② 住宅事業に関するリスクについて

Ａ．住宅市場の動向について

当社グループの業績は、住宅市場の動向に大きく依存しております。そのため、以下のような状況の変化によ

り、住宅需要が減少する事態となった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(a) 金利変動

金利変動とりわけ長期金利の上昇は、住宅ローンの利用により支払いを行うケースが多い戸建住宅顧客にと

って、支払総額の増加をもたらすため、需要を減退させる可能性があります。ただし、金利の先高感は、金利

上昇に伴う住宅ローンの支払総額の増加を回避するための駆け込み需要を喚起し、一時的に住宅需要を増加さ

せる可能性があります。

(b) 税制の変更

住宅税制の大規模な改正、消費税率の引上げ等により顧客の住宅取得意欲が減退した場合には、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(c) 地価の変動

地価の上昇は、土地を所有していない顧客層の住宅取得意欲を冷え込ませる可能性があります。一方、地価

の下落は土地を所有している顧客層に対して資産デフレをもたらし、建築需要を減退させる可能性がありま

す。そのため、地価の大幅な上昇や下落は、ともに当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

Ｂ．営業地域

住宅事業では、主に愛知県全域、静岡県西部、岐阜県南部及び三重県北部を営業エリアとしております。当該

エリアにおける景気の動向及び天災地変その他災害の発生は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

Ｃ．価格競争

当社グループは、家づくりにおいて「快適な住みごこち」を重視し、断熱性や耐震性等の面で優れた品質の住

宅の提供に努めております。しかし、注文住宅受注においては、総合住宅展示場へ出展し集客を図っております

が、同業他社との競合が発生する場合もあります。また、分譲住宅等の販売においては、間取り、外観及び街並

み等に拘った付加価値の高い商品とすることに努めているため価格的には若干高価となり、相対的に低価格な周

辺物件との競合が発生する場合があります。

以上の要因から、同業他社との価格競争による値引き販売が発生する場合があり、今後の競合激化により値引

き販売件数が増加し採算が悪化する場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

Ｄ．土地仕入

当社グループは、分譲土地の仕入に際して、立地条件、周辺環境及び仕入価格等について事前に十分調査し、

その結果を踏まえ仕入を行っております。しかし、それにも関わらず周辺相場より高い価格で購入してしまう場

合や、他社との競合、情報収集の遅れ、不足等により土地の仕入が計画どおりとならない状態が続く場合、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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Ｅ．外注先への依存

当社グループは家づくりにおいて「快適な住みごこち」を重視しており、それを実現する工法として、主に外

断熱工法及び外断熱・二重通気工法を採用しております。当該工法による受注棟数が新築木造住宅の受注棟数に

占める割合は、平成25年10月期99.3％、平成26年10月期100.0％、平成27年10月期99.5％、と高い比率となって

おります。当該工法の建物の施工につきましては、性能品質確保のため、熟練した高度な施工技術と安定的な施

工能力を持つ業務提携施工店等に全て外注しております。従いまして、現状の外注先が経営困難等の事由により

数が減少する場合、あるいは、営業拠点増設等による当該工法建物の受注増加に伴って、性能品質を確保できる

施工技術及び能力を持つ外注先を十分に確保できない場合等には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

Ｆ．販売方法

当社グループではマンションの販売において、直接顧客に販売するための人員を配置するのではなく、外部販

売業者へ販売業務を委託しております。従いまして、販売力のある外部販売業者の確保が十分にできない場合、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

Ｇ．直接保証の住宅ローンについて

当社と工事請負契約及び分譲住宅（又は土地）売買契約を締結予定の顧客の中で、自己資金、公的融資及び銀

行保証等のローンだけでは必要な資金が用意できない場合、その差額分の提携銀行ローン借入に対し、当社が直

接保証を行う場合があります。その期末保証残高は平成27年10月期229百万円となっております。

提携銀行ローンの直接保証を行う際には、債務者（顧客）の返済能力や代位弁済した場合の回収可能性等につ

き、事前に十分に審査した上行うものの、自己破産等の事由により回収不能となる場合があります。今後、景気

低迷等のため、債務者のリストラや返済能力低下により回収不能額が増加する場合には、当社グループの業績や

財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

③ 財政状態、経営成績について

Ａ．借入金依存度

当社グループは、分譲土地取得資金等は主に金融機関からの借入金に依存しており、借入金の総資産に占める

割合は平成27年10月期30.4％となっております。そのため、今後、金利が上昇あるいは高止まりした場合、当社

グループの信用力の低下により借入額等に制約を受けた場合には、支払利息の増加又は事業計画の変更等によ

り、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

Ｂ．固定資産の減損

当社グループの資産の時価が著しく下落した場合や事業の収益性が悪化した場合には、減損会計の適用により

固定資産について減損損失が発生し、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

Ｃ．たな卸資産の評価

販売用不動産につきましては、売価の引き下げや時価の下落により、正味売却価額が帳簿価額を下回り、多額

の販売用不動産評価損を計上することとなった場合、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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④ 法的規制等について

当社グループの事業領域は、建築工事の請負、分譲住宅・土地の販売並びに建材・住宅設備機器の販売等まで、

住関連の広い分野に及んでおります。そのため、建設業法、建築基準法、建築士法、宅地建物取引業法、都市計画

法、住宅の品質確保の促進等に関する法律、その他多数の法令による規制を受けております。そのため、今後これ

らの規制の改廃や新たな法的規制の新設によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループの主要な事業活動の継続には、下表に掲げるいくつかの許認可等が前提となります。現時点

においては、当該許認可等の取消し又は更新拒否等の事由に該当する事実はありませんが、将来、何らかの理由に

より、当該許認可が取消され又はそれらの更新が認められない場合には、当社グループの主要な事業活動に支障を

きたすとともに、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

（許認可等の状況）

許認可等の名称 取得・登録者名 許認可等の内容 有効期限

特定建設業（許可） サーラ住宅㈱

建築一式、土木一式大

工工事業、屋根工事

業、タイル・れんが・

ブロック工事業及び内

装仕上工事業に関する

許可

国土交通大臣

（特－22）第9240号

平成22年12月３日から平成27年12月

２日まで以後５年ごとに更新

（提出日現在更新申請中）

一般建設業（許可） 中部ホームサービス㈱

建築工事業、電気工事

業、内装仕上工事業、

建具工事業に関する許

可

国土交通大臣

（般－25）第177591号

平成25年５月６日から平成30年５月

５日まで以後５年ごとに更新

宅地建物取引業（免許） サーラ住宅㈱

宅地建物取引業に関す

る免許

国土交通大臣

（10）2744号

平成24年12月12日から平成29年12月

11日まで以後５年ごとに更新

一級建築士事務所（登録）

（豊橋支店）
サーラ住宅㈱

建物の設計及び工事監

理に関する登録

平成23年４月16日から平成28年４月

15日まで以後５年ごとに更新

一級建築士事務所（登録）

（名古屋支店）
サーラ住宅㈱

建物の設計及び工事監

理に関する登録

平成24年７月20日から平成29年７月

19日まで以後５年ごとに更新

一級建築士事務所（登録）

（浜松支店）
サーラ住宅㈱

建物の設計及び工事監

理に関する登録

平成25年６月１日から平成30年５月

31日まで以後５年ごとに更新

一級建築士事務所（登録） 中部ホームサービス㈱
建物の設計及び工事監

理に関する登録

平成24年９月24日から平成29年９月

23日まで以後５年ごとに更新

 

⑤ 訴訟等について

事業を継続していくうえで、多種多様な訴訟、紛争のリスクが存在し、これらを完全に排除することは不可能で

あり、当社グループを当事者とした訴訟、紛争が生じた場合、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。

 

- 7 -

サーラ住宅㈱（1405）　平成27年10月期　決算短信



２．企業集団の状況

（１）住宅事業

当社は、主に愛知県内９ヵ所及び静岡県内１ヵ所の住宅展示場、並びに愛知県内６ヵ所及び静岡県内１ヵ所の支

店・営業所において、注文住宅の請負・施工、分譲住宅・土地の販売、不動産の売買、仲介等を行っております。

当社は家づくりにおいて、「快適な住みごこち」を重視しており、それを実現する工法として主に「外断熱工法」

（家全体を板状断熱材で包み込む工法）及び「外断熱・二重通気工法」（外断熱に加え、断熱材の外側と内側に二重

の通気層を設ける工法）を採用し、東海地方の気候・風土に合わせた家づくりに努めております。また、耐震性能確

保のため、「スーパーフレーム構法（建物全体を強固で耐久性のある金物で緊結し、建物全体の躯体強度の安定を重

視した構法）」をすべての商品に採用しております。

分譲住宅におきましては、注文住宅で培ったノウハウを活かした高品質な住宅の提供並びにテーマを持った統一感

のある街並みづくりを重視しております。

子会社のサーラハウスサポート㈱は、愛知県内２ヵ所の営業所において、建物のリフォームの請負、エクステリア

並びにインテリア工事の設計・施工等を行っております。 

 

（２）住宅部資材加工・販売事業

子会社の中部ホームサービス㈱は、主に愛知県内５ヵ所、静岡県内６ヵ所及び神奈川県内２ヵ所の営業所におい

て、住宅建築用資材及び住宅設備機器の販売並びに屋根工事、外装工事等建築付帯工事の請負、施工等を行っており

ます。ニーズを捉えた商品提案、建築工期に合わせたきめ細かな資材配送体制、システム化された施工力等により、

家づくりをトータルにサポートしております。当社は中部ホームサービス㈱より、住宅建築用資材及び住宅設備機器

等の仕入を行っております。

子会社のエコホームパネル㈱は、愛知県内１ヵ所の工場において、主にＥＰＳ(発泡スチロール)及び住宅用断熱複

合パネルの製造・販売を行っております。同社は住宅用断熱複合パネルの製造等で高い技術力を持っており、当社と

共同で製品開発に取り組むとともに、このパネルを当社に製造・供給しております。

 

事業の系統図は次のとおりであります。
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関係会社の状況

名称 住所
資本金

（千円）
主要な事業の内容

議決権の所有（被
所有）割合（％）

関係内容

（連結子会社）
愛知県

豊橋市
238,800

住宅部資材加工・

販売事業
81.07

当社の建築資材等の

主要な仕入先

役員の兼任…有
中部ホームサービス㈱

（注）２、５

サーラハウスサポート㈱
愛知県

豊橋市
80,000 住宅事業 100.00

当社で建築した入居

者中心にリフォーム

工事に特化

役員の兼任…有

エコホームパネル㈱

愛知県

丹羽郡

扶桑町

10,000
住宅部資材加工・

販売事業
100.00

当社の建築資材等の

主要な仕入先

役員の兼任…有

（その他の関係会社）
愛知県

豊橋市
8,025,000

株式を所有するこ

とにより子会社の

事業活動を支配・

管理すること

 （被所有）28.64

(28.64)
役員の兼任…有

㈱サーラコーポレーション

（注）３、４

中部瓦斯㈱

（注）３、４

愛知県

豊橋市
3,162,789

１．都市ガスの製

造及び供給

２．熱供給事業

３．電気供給事業

４．ガス用機械器

具の販売

５．ガスに関する

工事の請負

 （被所有）15.53

(0.58)

建物の工事請負、当

社本社土地建物等の

賃借

役員の兼任…有

 （注）１．連結子会社の主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．有価証券報告書を提出しております。

４．議決権の（被所有）割合の（ ）内は、間接被所有の割合で内書で示しております。

５．中部ホームサービス㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。主要な損益情報等は、「５.連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメント情報

の項において、住宅部資材加工・販売事業の売上高に占める同社の売上高の割合が100分の90を超えておりま

すので記載を省略しております。

６．議決権の所有（被所有）割合は、小数点第２位未満を切り捨てております。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、サーラグループの基本理念「美しく快適な人間空間づくりを通し、地域社会から信頼される企業

グループとして、豊かな社会の実現を目指す」ことを基本とし、住宅事業を中心に、当社独自の企業理念として「お

客さま主義」「住みごこち主義」「調和主義」の３つを掲げ、人と住まいと環境における最高のクオリティの実現を

目指しております。絶えず変化し続けるお客様のニーズや地域性を的確に捉え、「快適」「健康」「省エネ」「環

境」等のコンセプトを基に商品開発・技術開発を推進し、お客様の期待に応える魅力的な商品・サービスの提供を行

ってまいります。また、事業活動を通じ、お客様、株主の皆様、社員それぞれの満足の調和をとりながら、成長へ向

けた企業活動を行うことを基本方針としております。

 

（２）目標とする経営指標

当社グループが営業エリアとする東海地域において、経営基盤を強化し成長を維持していきたいと考えており、受

注や売上高の伸び率に注目、重視しております。とりわけ、注文住宅の販売棟数の着実な伸びが重要な課題でありま

す。また、コスト削減、効率的な費用の投下も課題であり、収益性の指標として、売上高営業利益率や経常利益率等

も重視しております。

 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題

今後の経済動向につきましては、当面、景気は弱さが残るものの、雇用・所得環境の改善が続く中で、持続的成長

への各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待されます。 

このような環境の中、当社グループは以下のように取り組む所存であります。 

（住宅事業） 

「快適」「健康」「環境」「省エネ」「安全」等をキーワードに、住みごこちにこだわった高付加価値の商

品・サービスの提供に取り組んでまいります。具体的には、当社の強みである「外断熱・二重通気工法」の性能

を更に強化する技術・商品開発に取り組むとともに、「乾燥無垢ひのき」「高耐候シリーズ」等、付加価値を高

める効果的なアイテムを武器に、差別化を鮮明にする取組みを継続いたします。販売戦略におきましては、宿泊

体感ハウスや各種見学会等の体感型イベントを効率的に活用し、環境配慮と住みごこちを効果的に訴求する販売

プロセスを徹底してまいります。分譲面では、スマートハウス分譲に注力する他、都市部において新たなコンセ

プトによる当社の最上級分譲ブランド「スイートコート」シリーズの販売を推進し、高付加価値で魅力的な分譲

住宅の提供に努めてまいります。また、今後の中古住宅市場の拡大を視野に入れ、中古再生ビジネスに取り組ん

でまいります。 

（住宅部資材加工・販売事業） 

市場シェアの拡大及び新たなマーケットの開拓に注力するとともに、他社と差別化した付加価値の高い情報、

商品提案、高品質配送、高品質施工をトータルに提供する仕組みを築き、新しい時代に即した家づくりに貢献す

ることにより、お客様から選ばれる存在に、またそれらを生かせる強い営業力を目指してまいります。 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しており

ます。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年10月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年10月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,434,758 3,578,264 

受取手形及び売掛金 2,738,832 2,636,823 

未成工事支出金 575,921 481,387 

販売用不動産 5,127,799 7,431,274 

仕掛販売用不動産 5,085,494 4,028,861 

商品及び製品 548,319 475,283 

原材料及び貯蔵品 2,778 2,368 

繰延税金資産 252,034 218,751 

その他 247,733 126,057 

貸倒引当金 △63,049 △41,336 

流動資産合計 17,950,623 18,937,734 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 773,495 709,861 

土地 2,896,590 2,896,590 

リース資産（純額） 19,286 17,782 

建設仮勘定 － 12,311 

その他（純額） 66,230 54,409 

有形固定資産合計 3,755,602 3,690,954 

無形固定資産    

その他 50,105 99,048 

無形固定資産合計 50,105 99,048 

投資その他の資産    

投資有価証券 382,584 398,025 

繰延税金資産 363,808 278,496 

その他 231,096 149,616 

貸倒引当金 △179,403 △107,834 

投資その他の資産合計 798,086 718,303 

固定資産合計 4,603,794 4,508,306 

資産合計 22,554,417 23,446,041 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年10月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年10月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 5,979,289 5,591,533 

短期借入金 5,500,000 5,300,000 

1年内返済予定の長期借入金 66,600 901,984 

リース債務 5,493 4,940 

未払法人税等 254,700 113,974 

未成工事受入金 869,281 797,143 

賞与引当金 269,251 224,646 

完成工事補償引当金 30,788 27,615 

その他 766,695 763,768 

流動負債合計 13,742,100 13,725,605 

固定負債    

長期借入金 39,050 923,684 

リース債務 13,792 12,841 

役員退職慰労引当金 214,343 124,605 

退職給付に係る負債 1,142,627 1,130,280 

資産除去債務 25,791 23,505 

負ののれん 54 － 

その他 11,549 11,401 

固定負債合計 1,447,210 2,226,318 

負債合計 15,189,310 15,951,924 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,018,590 1,018,590 

資本剰余金 1,192,390 1,192,390 

利益剰余金 4,778,186 4,809,982 

自己株式 △26,764 △26,764 

株主資本合計 6,962,402 6,994,198 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 155,871 170,406 

退職給付に係る調整累計額 △10,913 78,983 

その他の包括利益累計額合計 144,958 249,390 

少数株主持分 257,746 250,527 

純資産合計 7,365,107 7,494,116 

負債純資産合計 22,554,417 23,446,041 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年11月１日 
 至 平成26年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年10月31日) 

売上高 32,256,770 29,239,231 

売上原価 26,081,626 23,793,154 

売上総利益 6,175,144 5,446,077 

販売費及び一般管理費 5,089,238 4,874,578 

営業利益 1,085,905 571,499 

営業外収益    

受取利息 1,379 1,018 

受取配当金 7,407 7,744 

仕入割引 20,495 15,484 

受取手数料 16,621 19,418 

負ののれん償却額 399 54 

貸倒引当金戻入額 4,528 7,833 

その他 14,946 19,105 

営業外収益合計 65,779 70,660 

営業外費用    

支払利息 21,372 25,941 

その他 3,201 8,804 

営業外費用合計 24,574 34,746 

経常利益 1,127,109 607,413 

特別利益    

固定資産売却益 15 － 

負ののれん発生益 － 10,021 

特別利益合計 15 10,021 

特別損失    

固定資産除売却損 5,964 3,329 

特別修繕費 33,300 － 

特別損失合計 39,264 3,329 

税金等調整前当期純利益 1,087,860 614,105 

法人税、住民税及び事業税 441,320 137,410 

法人税等調整額 △44,265 143,799 

法人税等合計 397,055 281,209 

少数株主損益調整前当期純利益 690,804 332,895 

少数株主利益 39,286 27,642 

当期純利益 651,518 305,253 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年11月１日 
 至 平成26年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年10月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 690,804 332,895 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 28,193 16,058 

退職給付に係る調整額 － 98,377 

その他の包括利益合計 28,193 114,435 

包括利益 718,998 447,331 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 679,524 409,685 

少数株主に係る包括利益 39,474 37,645 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年11月１日 至 平成26年10月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,018,590 1,192,390 4,356,076 △26,764 6,540,292 

会計方針の変更による累積
的影響額 

－ － － － － 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 1,018,590 1,192,390 4,356,076 △26,764 6,540,292 

当期変動額           

剰余金の配当 － － △229,408 － △229,408 

当期純利益 － － 651,518 － 651,518 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

－ － － － － 

当期変動額合計 － － 422,109 － 422,109 

当期末残高 1,018,590 1,192,390 4,778,186 △26,764 6,962,402 

 

           

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 

  
その他有価証券評価

差額金 
退職給付に係る調整累

計額 
その他の包括利益累計

額合計 

当期首残高 127,865 － 127,865 230,314 6,898,473 

会計方針の変更による累積
的影響額 

－ － － － － 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 127,865 － 127,865 230,314 6,898,473 

当期変動額           

剰余金の配当 － － － － △229,408 

当期純利益 － － － － 651,518 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

28,005 △10,913 17,092 27,431 44,524 

当期変動額合計 28,005 △10,913 17,092 27,431 466,634 

当期末残高 155,871 △10,913 144,958 257,746 7,365,107 
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当連結会計年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,018,590 1,192,390 4,778,186 △26,764 6,962,402 

会計方針の変更による累積
的影響額 － － △120,518 － △120,518 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

1,018,590 1,192,390 4,657,668 △26,764 6,841,884 

当期変動額           

剰余金の配当 － － △152,938 － △152,938 

当期純利益 － － 305,253 － 305,253 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） － － － － － 

当期変動額合計 － － 152,314 － 152,314 

当期末残高 1,018,590 1,192,390 4,809,982 △26,764 6,994,198 

 

           

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 

  
その他有価証券評価

差額金 
退職給付に係る調整累

計額 
その他の包括利益累計

額合計 

当期首残高 155,871 △10,913 144,958 257,746 7,365,107 

会計方針の変更による累積
的影響額 － － － △9,358 △129,876 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

155,871 △10,913 144,958 248,388 7,235,230 

当期変動額           

剰余金の配当 － － － － △152,938 

当期純利益 － － － － 305,253 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 14,534 89,897 104,431 2,139 106,571 

当期変動額合計 14,534 89,897 104,431 2,139 258,885 

当期末残高 170,406 78,983 249,390 250,527 7,494,116 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年11月１日 
 至 平成26年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,087,860 614,105 

減価償却費 127,981 129,595 

負ののれん償却額 △399 △54 

負ののれん発生益 － △10,021 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 24,589 △93,281 

賞与引当金の増減額（△は減少） △41,302 △41,701 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 27,393 △89,738 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 472 △3,173 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 57,249 △69,438 

受取利息及び受取配当金 △8,787 △8,763 

支払利息 21,372 25,941 

固定資産除売却損益（△は益） 5,949 3,329 

売上債権の増減額（△は増加） △17,343 96,386 

仕入債務の増減額（△は減少） △99,696 △395,988 

たな卸資産の増減額（△は増加） △690,937 △1,078,861 

未払消費税等の増減額（△は減少） △102,303 205,839 

その他 △22,388 △63,411 

小計 369,709 △779,235 

利息及び配当金の受取額 8,787 8,763 

利息の支払額 △21,344 △27,420 

法人税等の支払額 △533,320 △277,635 

その他 1,222 △398 

営業活動によるキャッシュ・フロー △174,946 △1,075,927 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △108,755 △45,095 

無形固定資産の取得による支出 △7,589 △67,667 

投資有価証券の取得による支出 △2,435 △2,713 

子会社株式の取得による支出 － △14,260 

その他 △2,766 △940 

投資活動によるキャッシュ・フロー △121,546 △130,676 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 △200,000 

長期借入れによる収入 － 2,000,000 

長期借入金の返済による支出 △66,600 △279,982 

リース債務の返済による支出 △7,281 △5,746 

配当金の支払額 △228,916 △152,938 

少数株主への配当金の支払額 △12,092 △10,580 

その他 － △644 

財務活動によるキャッシュ・フロー △114,890 1,350,108 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △411,383 143,505 

現金及び現金同等物の期首残高 3,846,142 3,434,758 

現金及び現金同等物の期末残高 3,434,758 3,578,264 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 3社

連結子会社の名称

中部ホームサービス㈱

サーラハウスサポート㈱

エコホームパネル㈱

２ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、中部ホームサービス㈱及びエコホームパネル㈱の決算日は８月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたりましては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

未成工事支出金、販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用し

ております。

商品及び製品、原材料及び貯蔵品

主に移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用し

ております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物  ７～50年

その他      ３～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

③ 完成工事補償引当金

工事のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、工事費用見積額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

 当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

   退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

  過去勤務費用については、その発生した連結会計年度に一括処理しております。 

   数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定率法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を採用しております。

 その他の工事

工事完成基準を採用しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれん及び平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行ってお

ります。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

ただし、資産に係る控除対象外消費税については、発生した連結会計年度の期間費用としております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の

期間帰属方法については、期間定額基準を継続適用し、割引率の決定方法を、退職給付の見込支払日までの平均

期間に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引

率を使用する方法へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。 

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が196,653千円増加し、利益剰余金が120,518千円、少

数株主持分が9,358千円、それぞれ減少しております。また、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であり

ます。

 なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は23.64円減少しております。 

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響） 

  「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から

法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は、従来の34.7％から平成27年11月１日から開始する連結会計年度に解消が見込まれる一

時差異については32.4％に、平成28年11月１日から開始する連結会計年度以後に解消が見込まれる一時差異に

ついては、31.7％となります。

  なお、この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は41,319千円減少

し、法人税等調整額は48,967千円増加しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

当社グループは、住宅事業、住宅部資材加工・販売事業を行っており、当社及び連結子会社（３社）が

それぞれ戦略の立案を行い、事業を展開しております。

従いまして、当社グループの報告セグメントは、当社及び連結子会社の各会社を基礎とした事業別のセ

グメントから構成されており、「住宅事業」、「住宅部資材加工・販売事業」の二つを報告セグメントと

しております。

 

 報告セグメント別の製品及びサービスは次のとおりであります。

 住宅事業……注文住宅の請負、建物のリフォーム請負、不動産の売買・賃貸借・仲介・管理等

 住宅部資材加工・販売事業……建築資材・住設機器等の販売、建築付帯工事の請負、建築資材の製造等

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同じであります。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成25年11月１日  至  平成26年10月31日）

        （単位：千円） 

  住宅事業 
住宅部資材加
工・販売事業 

合計 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表計
上額（注）２ 

売上高          

外部顧客への売上高 17,598,401 14,658,369 32,256,770 － 32,256,770 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

15 3,243,934 3,243,949 △3,243,949 － 

計 17,598,416 17,902,303 35,500,719 △3,243,949 32,256,770 

セグメント利益 738,090 354,762 1,092,852 △6,947 1,085,905 

セグメント資産 15,597,351 7,866,543 23,463,895 △909,477 22,554,417 

その他の項目          

減価償却費 70,806 59,024 129,831 △2,725 127,106 

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額 
（注）３ 

121,400 25,600 147,001 △3,310 143,690 

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△6,947千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

(2) セグメント資産の調整額△909,477千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

(3) 減価償却費の調整額△2,725千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△3,310千円は、セグメント間取引消去によるものであ

ります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、資産除去債務相当資産を含めておりません。
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当連結会計年度（自  平成26年11月１日  至  平成27年10月31日）

        （単位：千円） 

  住宅事業 
住宅部資材加
工・販売事業 

合計 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表計
上額（注）２ 

売上高          

外部顧客への売上高 15,614,800 13,624,430 29,239,231 － 29,239,231 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ 2,378,462 2,378,462 △2,378,462 － 

計 15,614,800 16,002,892 31,617,693 △2,378,462 29,239,231 

セグメント利益 352,124 237,689 589,814 △18,315 571,499 

セグメント資産 16,852,466 7,463,708 24,316,174 △870,133 23,446,041 

その他の項目          

減価償却費 71,968 59,896 131,864 △3,184 128,680 

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額 
（注）３ 

28,559 75,451 104,011 △363 103,647 

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△18,315千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

(2) セグメント資産の調整額△870,133千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

(3) 減価償却費の調整額△3,184千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△363千円は、セグメント間取引消去によるものであり

ます。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、資産除去債務相当資産を含めておりません。
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成25年11月１日  至  平成26年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

当連結会計年度（自  平成26年11月１日  至  平成27年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

製品及びサービスの区分が報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成25年11月１日  至  平成26年10月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成26年11月１日  至  平成27年10月31日）

 該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成25年11月１日  至  平成26年10月31日）

該当事項はありません。

なお、負ののれんについては、報告セグメントに配分しておりません。平成22年４月１日前に行われた連

結子会社の株式取得により発生した負ののれんの償却額は399千円、負ののれんの未償却残高は54千円であ

ります。

 

当連結会計年度（自  平成26年11月１日  至  平成27年10月31日）

該当事項はありません。

なお、負ののれんについては、報告セグメントに配分しておりません。平成22年４月１日前に行われた連

結子会社の株式取得により発生した負ののれんの償却額は54千円、負ののれんの未償却残高はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成25年11月１日  至  平成26年10月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成26年11月１日  至  平成27年10月31日）

当連結会計年度において、住宅部資材加工・販売事業において10,021千円の負ののれん発生益を計上して

おります。これは連結子会社株式を追加取得したことによるものであります。

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年11月１日
至  平成26年10月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年11月１日
至  平成27年10月31日）

１株当たり純資産額 1,394.16円 1,420.88円

１株当たり当期純利益金額 127.80円 59.88円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自  平成25年11月１日
至  平成26年10月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年11月１日
至  平成27年10月31日）

当期純利益金額（千円） 651,518 305,253

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 651,518 305,253

期中平均株式数（株） 5,097,965 5,097,965

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年10月31日) 
当事業年度 

(平成27年10月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,548,805 1,800,842 

完成工事未収入金 21,138 72,863 

売掛金 18,114 17,847 

未成工事支出金 595,912 498,003 

販売用不動産 5,178,319 7,532,136 

仕掛販売用不動産 5,102,141 4,044,646 

貯蔵品 1,919 1,613 

前払費用 25,612 25,267 

繰延税金資産 132,111 101,466 

未収入金 156,961 50,310 

その他 51,556 30,847 

貸倒引当金 △1,551 － 

流動資産合計 12,831,042 14,175,844 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 437,542 393,837 

構築物（純額） 4,391 3,294 

機械及び装置（純額） 4,428 3,905 

車両運搬具（純額） 101 20 

工具、器具及び備品（純額） 24,614 23,757 

土地 1,002,647 1,002,647 

リース資産（純額） 6,609 4,833 

建設仮勘定 － 12,666 

有形固定資産合計 1,480,336 1,444,963 

無形固定資産    

ソフトウエア 3,839 3,623 

その他 10,567 10,291 

無形固定資産合計 14,407 13,914 

投資その他の資産    

投資有価証券 24,022 24,557 

関係会社株式 923,585 938,877 

出資金 510 510 

破産更生債権等 39,232 35,956 

長期前払費用 4,673 4,062 

繰延税金資産 148,967 133,103 

その他 92,841 83,228 

貸倒引当金 △110,167 △101,764 

投資その他の資産合計 1,123,665 1,118,530 

固定資産合計 2,618,409 2,577,409 

資産合計 15,449,451 16,753,254 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年10月31日) 
当事業年度 

(平成27年10月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 776,233 695,798 

工事未払金 568,832 536,447 

買掛金 547,306 411,768 

短期借入金 4,500,000 4,400,000 

1年内返済予定の長期借入金 66,600 901,984 

関係会社短期借入金 － 100,000 

リース債務 1,776 1,507 

未払金 96,134 183,577 

未払費用 187,889 171,180 

未払法人税等 143,700 38,300 

未成工事受入金 846,957 778,201 

前受金 21,575 12,850 

預り金 130,492 147,276 

前受収益 449 449 

賞与引当金 159,040 125,437 

完成工事補償引当金 30,788 27,615 

流動負債合計 8,077,776 8,532,394 

固定負債    

長期借入金 39,050 923,684 

リース債務 4,833 3,326 

退職給付引当金 551,966 657,197 

役員退職慰労引当金 184,915 89,051 

資産除去債務 25,791 23,505 

その他 11,279 11,131 

固定負債合計 817,836 1,707,895 

負債合計 8,895,612 10,240,290 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,018,590 1,018,590 

資本剰余金    

資本準備金 1,192,390 1,192,390 

資本剰余金合計 1,192,390 1,192,390 

利益剰余金    

利益準備金 47,500 47,500 

その他利益剰余金    

別途積立金 2,200,000 2,200,000 

繰越利益剰余金 1,970,530 1,921,622 

利益剰余金合計 4,218,030 4,169,122 

自己株式 △26,764 △26,764 

株主資本合計 6,402,246 6,353,337 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 151,592 159,626 

評価・換算差額等合計 151,592 159,626 

純資産合計 6,553,838 6,512,964 

負債純資産合計 15,449,451 16,753,254 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年11月１日 
 至 平成26年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年10月31日) 

売上高    

完成工事高 8,424,794 6,107,942 

不動産事業売上高 8,356,105 8,704,502 

その他の売上高 121,613 162,519 

売上高合計 16,902,513 14,974,965 

売上原価    

完成工事原価 6,851,527 4,885,432 

不動産事業売上原価 6,934,030 7,410,796 

売上原価合計 13,785,558 12,296,228 

売上総利益    

完成工事総利益 1,573,266 1,222,510 

不動産事業総利益 1,422,075 1,293,705 

その他の売上総利益 121,613 162,519 

売上総利益合計 3,116,955 2,678,736 

販売費及び一般管理費 2,424,895 2,402,921 

営業利益 692,060 275,814 

営業外収益    

受取利息 1,063 720 

受取配当金 52,069 46,517 

受取手数料 15,467 18,075 

貸倒引当金戻入額 4,360 1,536 

その他 7,552 7,629 

営業外収益合計 80,512 74,479 

営業外費用    

支払利息 16,783 22,609 

その他 1,145 5,679 

営業外費用合計 17,929 28,289 

経常利益 754,643 322,004 

特別利益    

固定資産売却益 15 － 

特別利益合計 15 － 

特別損失    

固定資産除売却損 591 3,313 

特別損失合計 591 3,313 

税引前当期純利益 754,066 318,691 

法人税、住民税及び事業税 270,088 37,486 

法人税等調整額 △19,896 96,074 

法人税等合計 250,191 133,560 

当期純利益 503,874 185,131 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成25年11月１日 至 平成26年10月31日）

            (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

  別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 1,018,590 1,192,390 47,500 2,200,000 1,696,064 △26,764 6,127,779 

会計方針の変更による
累積的影響額 － － － － － － － 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

1,018,590 1,192,390 47,500 2,200,000 1,696,064 △26,764 6,127,779 

当期変動額               

剰余金の配当 － － － － △229,408 － △229,408 

当期純利益 － － － － 503,874 － 503,874 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － － － 

当期変動額合計 － － － － 274,466 － 274,466 

当期末残高 1,018,590 1,192,390 47,500 2,200,000 1,970,530 △26,764 6,402,246 

 

     

  
評価・換算差
額等 

純資産合計 

  
その他有価証
券評価差額金 

当期首残高 124,292 6,252,072 

会計方針の変更による
累積的影響額 － － 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 

124,292 6,252,072 

当期変動額     

剰余金の配当 － △229,408 

当期純利益 － 503,874 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 27,299 27,299 

当期変動額合計 27,299 301,765 

当期末残高 151,592 6,553,838 
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当事業年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日）

            (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

  別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 1,018,590 1,192,390 47,500 2,200,000 1,970,530 △26,764 6,402,246 

会計方針の変更による
累積的影響額 

－ － － － △81,100 － △81,100 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 1,018,590 1,192,390 47,500 2,200,000 1,889,429 △26,764 6,321,145 

当期変動額               

剰余金の配当 － － － － △152,938 － △152,938 

当期純利益 － － － － 185,131 － 185,131 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

－ － － － － － － 

当期変動額合計 － － － － 32,192 － 32,192 

当期末残高 1,018,590 1,192,390 47,500 2,200,000 1,921,622 △26,764 6,353,337 

 

     

  
評価・換算差
額等 

純資産合計 

  
その他有価証
券評価差額金 

当期首残高 151,592 6,553,838 

会計方針の変更による
累積的影響額 

－ △81,100 

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 151,592 6,472,738 

当期変動額     

剰余金の配当 － △152,938 

当期純利益 － 185,131 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

8,034 8,034 

当期変動額合計 8,034 40,226 

当期末残高 159,626 6,512,964 
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